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コンパクトシティ・プラス・ネットワークの実現のためには，居住誘導区域外から居住誘導区域内への

転居とともに，公共交通機関や自転車，徒歩を利用することが重要である．また，転居の理由としては，

ライフステージの変化が多くを占めており，居住誘導の観点からも着目する必要がある．そこで，本研究

では，世帯をライフステージに分類した上で，転居傾向や交通行動，転居意向などから立地適正化計画の

居住誘導に適したターゲット層を把握することを目的とする．全国都市交通特性調査を用いて分析した結

果，若年の単身世帯は短期的な視点において，若年の夫婦のみ世帯は長期的な視点においてターゲットに

なりえること，一方で，退職や子の独立後の世帯を居住誘導するためには，転居に関する意識の変容が求

められることが明らかになった． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景・目的 

近年，集約型都市構造や公共交通指向型開発の重要性

が示され，世界各地でその導入が進んでおり，日本でも

国として「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」

へ舵を切ることが示された．これに伴い，2014年に都市

再生特別措置法の一部が改正され，各自治体は立地適正

化計画の中で都市機能誘導区域と居住誘導区域を計画し，

長期的視点に立った郊外地区から当区域への住民の転居

を誘導していくことが求められている． 

居住誘導施策は大きく分けて，中心部への転入誘導策

と郊外での撤退をねらう転出促進策の2つに分けること

ができる．まず，転入誘導策については，ハードウェア

によるものとソフトウェアによるものがある．ハードウ

ェアによるものとしては，バス交通や都市施設の整備や

中心部における安価な公営住宅の整備といったものがあ

げられる．ソフトウェアによるものとしては，交付金や

条例などを活用して，まちなかへの転居を促す施策など

である．例えば，金沢市のまちなか定住促進条例や富山

市の公共交通沿線居住推進事業では，中心部など対象地

域を限定し，新築住宅の取得，中古住宅の購入および改

修などに補助金を出すことを試みている．また，土浦市

は地元の銀行と提携して，中心部への住み替えローンの

提供を行っている．一方，郊外部での撤退をねらう移転

促進策については，病院や学校といった郊外部の施設の

撤退や地域による公共料金の差別化などが挙げられる1)．

これらの施策を組み合わせて，多くの人を居住誘導区域

への転居につなげる必要がある． 

住民の転居は世帯単位で行われることが多く，また，

世帯構成員の進学，結婚，出産，退職などのライフイベ

ント，つまりはライフステージの変化にも大きく関連す

るものであり，転居の理由のおよそ7割がライフステー

ジの変化によるものである2)．そのため，ライフステー

ジを観点とした世帯ごとの居住誘導が求められている．

また，サステナビリティ実現のためには交通行動を自家

用車によるものではなく，公共交通の利用に転換するこ

とが望ましいが，転居は自動車の保有・利用の決定の大

きなきっかけであり，転居にはそれらの意思決定も含ま

れる．ライフステージが個人及び世帯の交通行動パター

ンを規定する主要な原因であること指摘されており3)，

このことからもライフステージごとの転居及び転居後の

交通行動を把握する必要がある． 

居住誘導区域外から居住誘導区域内に世帯が転居し，

なおかつ公共交通の利用を促すためには，居住誘導施策

を用いて，どのようなライフステージの世帯を，各々の
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居住誘導施策を用いて，転居誘導するべきかを明らかに

する必要がある．しかしながら，現状では，そのような

居住誘導区域へのターゲットは明らかになっていない． 

そこで本研究では，全国の都市を対象にライフステー

ジごとの転居傾向及び転居前後の交通行動を把握するこ

とにより，居住誘導のターゲットを明らかにすることを

目的とする．具体的には，各世帯構成の転居時のライフ

ステージを推定して分類することにより，ライフステー

ジごとの転居に関する基本的な特性を把握するほか，過

去の転居傾向・転居前後の交通行動と将来の転居時の転

居意向の両方について，推定した転居時のライフステー

ジや居住誘導区域の観点からの住区分類を設定して分析

することにより，集約型都市構造に向けた居住誘導のタ

ーゲットを把握する． 

 

(2) 既存研究のレビューと本研究の位置づけ 

過去にパーソントリップ調査等を個人単位で分析し，

世帯人数や世帯自動車保有を個人属性として考慮する研

究は多い．この世帯単位を考慮した居住地選択行動の研

究は1980年代から土地利用・交通モデルで発展してきて

おり4) 5)，その延長としての集約型都市構造でも，この世

帯単位の考え方を用いる動きがある．ロジットモデルに

より人々の住み替え意向や居住地選択に影響を与える要

因を分析している研究6)の他，転居は考慮していないも

のの，人口分布と家族類型別世帯数を接続させている研

究7)，世帯構成員の意思決定を扱った研究8)もある． 

居住地選択と交通行動変化の関係性を分析した研究と

しては，それらの相互依存関係に関する分析を行ったも

の9)や，転居前の交通行動と転居後の居住地指標の関係

性について分析したもの10)がある．全国の都市を対象と

した研究では，転居前後の各交通機関の利用頻度変化を

地区属性別に明らかにすることで，転居前後の交通行動

変化が地区特性によって，どのように異なるかを比較・

考察したもの11)や，車の利用削減のための情報提供によ

る転居前後の交通行動の変化を考慮した都市コンパクト

化施策のシナリオ分析を行ったもの12)もある．ただ，こ

れらの研究では，転居前後の交通行動変化についてのみ

重点的に分析していたり，転居後の地区属性のみを考慮

していたりするため，転居前後の交通行動変化とライフ

ステージの関係性までは扱ってはいない． 

転居や交通行動に関して，ライフステージを扱った研

究としては，全国の地域間人口移動の特徴とライフステ

ージの関係について概観したもの13)や，世帯構成と世帯

構成員の年齢から世帯類型に分類し，交通機関特性を考

慮した居住立地モデルを構築したもの14)などがある．中

でも，転居時のライフステージの推定に関連するものに

着目すると，世帯構成を軸に分類したもの15)や，「世帯

構成員の性別，年齢，就業状況」といった属性から世帯

構成員間の関係を推測し，その組み合わせにより，フロ

ーチャート形式でライフステージへ分類したもの16)，世

帯構成員の関係性から単身世帯，核家族世帯，その他の

の世帯構成に分類した後に世帯構成員の性別や年齢によ

ってライフステージに分類したもの17)もある．このよう

に，転居や交通行動に関して，ライフステージを扱った

研究では，世帯構成に加えて，世帯構成員の性別や関係

性，年齢を用いてライフステージの分類を行う傾向があ

る． 

世帯単位を考慮した転居や交通行動の各々の関係性を

分析する研究はこれまでなされてきたが，世帯のライフ

ステージと転居や転居前後の交通行動を結びつけた一体

的な研究はいまだなされていない．一方で，立地適正化

計画制度ができ，居住誘導区域への住民の居住誘導に向

けた研究が必要とされている．本研究では，集約型都市

構造と世帯のライフステージ及び転居や転居後の交通行

動を一体的に扱い，ライフステージごとの転居傾向やそ

の後の交通行動を把握することで，居住誘導区域への誘

導すべき世帯とそのライフステージを明らかにする．そ

れにより，立地適正化計画が施行され，今後より一層拠

点への住民の居住誘導が必要となる都市において，施策

の実施における実用的な検討材料とすることができる． 

 

 

2. 研究方法 

 

(1) 使用データ 

本研究では，全国の都市を対象にライフステージごと

に世帯を分類するため，各世帯や世帯構成員の交通や転

居に関する情報が必要となる．そこで，都市の基礎的な

交通特性を把握するとともに，全国の交通特性等を比較

分析し，今後の都市交通政策の展開方向を検討するため

の基礎資料を得る目的で行われている交通調査である全

国都市交通特性調査（旧全国パーソントリップ調査：以

下，全国PT調査）を使用した．当調査はこれまでに，

1990年（第1回），1995年（第2回），2000年（第3回），

2005年（第4回），2010年（第5回），2015年（第6回）と

計6回実施されている．分析には最新の第6回調査のデー

タを用いることが望ましいが，転居前の住所が不明であ

るため，本研究では主に第5回全国PT調査の世帯票・個

人票の平日データと都市交通に関する意識調査票データ

を使用することとする．当調査は都市調査と町村調査に

分かれており，全国70都市と60町村を対象に，１都市あ

たり500 世帯・1 町村あたり50 世帯を対象に抽出し，約3

万8千世帯から回答を得ている．本研究では，都市調査

の結果を使用する．世帯抽出の際に住民基本台帳を基に

約30の地区（合計300世帯を満たす町・丁目レベル）を

ランダムサンプリングしているため，調査区画の選定方
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法に偏りがない．  

 

(2) ライフステージの推定方法 

本研究では，転居時のライフステージを世帯の分類と

して用いる．使用データである全国PT調査にはライフ

ステージが記載されていないため，各世帯の転居した際

のライフステージを推定する必要がある．ライフステー

ジを推定する既存研究を参照すると，使用データとして，

「世帯構成員の関係性」，「世帯構成員の年齢」，「世

帯構成員の就労状況」などが用いられている13)-17)． 

本研究において，転居時ライフステージの推定に使用

する項目は，「世帯構成員と世帯主との関係」，「世帯

構成員の年齢」，「現在の住まいでの居住年数」の3項

目である．「世帯構成員の年齢」は調査が行われた2010

年10月1日現在で記入されており，「現在の住まいでの

居住年数」は，既往研究ではライフステージの推定に用

いられていないが，本研究では転居時のライフステージ

の推定が必要であるため，転居した際の世帯構成員の年

齢の把握のために用いることとする． 

まず，世帯構成や転居時のライフイベントが不明であ

るため，「世帯構成員と世帯主との関係」と「世帯構成

員の年齢」を用いて，現在の世帯構成を明らかにする．

最初に，国勢調査や家計調査で用いられる分類とサンプ

ル数の確保を考慮し，「世帯人数」と「世帯主との関係」

の2項目を用いて，「単身世帯」，「夫婦のみ世帯」，

「夫婦と子供世帯」の3つの世帯構成に分類する．ここ

で，分析対象の世帯は，就学や就職により「単身世帯」

として独立し，配偶者との結婚を経て，「夫婦のみ世帯」

になり，その「夫婦のみ世帯」から出産を経て「夫婦と

子供世帯」になった後，子供が独立することにより，

「夫婦のみ世帯」に戻り，最終的に配偶者と死別し「単

身世帯」に戻ると前提を置く．50歳までの生涯未婚率は

2016年現在で男性は25％であり18)，2010年で6.4%の夫婦

世帯が子供を産まない19)ことから，70.2%の国民が生涯

でこの順番に世帯構成を経験することになる．夫婦のみ

世帯については，「出産前の世帯」と「子の独立後の世

帯」に分類するために，平均的な子が独立する際の世帯

主の年齢を参照する．長子の離家時の平均年齢は21.9歳
2)であり，20年前の長子出産の際の夫の平均年齢である

27歳20)を足すと，現在子供の独立を経験している世帯主

の年齢は，およそ50歳と推測することができる．そこで，

世帯主年齢が50歳以上で「子の独立後の世帯」，50歳未

満で「出産前の世帯」とすることにする． 

次に，それぞれの世帯構成において，転居時に経験し

たであろうライフイベントを「世帯構成員の年齢」と

「世帯構成員の就業状況」を用いて設定し，現在の世帯

構成と転居時のライフイベントを用いて，各世帯をライ

フステージに分類する．ここで，ライフイベントとは，

人生上の出来事を言い，個人の人生パターンの指標，あ

るいはその変化を規定するもののことであり22)，多くの

場合，このライフイベントによってライフステージの変

化が起こると言える．転居の理由になりえるライフイベ

ントには，就学，就職，結婚，出産，子育て，教育，退

職，子の独立，死別がある23)．この中から，先に分類し

た現在の世帯構成ごとに経験したであろうライフイベン

トを仮定し，その際の平均年齢や判別可能性を考慮して

絞り込みと分類の統合を行い，最終的に表-1の通り転居

時ライフステージを設定した． 

 

(2) 居住誘導ターゲットの分析方法 

a) 居住誘導区域の観点からの住区分類 

全国PT調査の調査対象住区を“居住誘導区域と想定

される地区”とそうでないものに分類する．具体的には，

1) 国土交通省による都市計画運用指針37)，2) 立地適正化

計画に関連する法令，3) 各自治体が公表している立地適

正化計画を参考に分類条件を設定する．1)では，災害危

険区域や工業専用地域，流通業務地区等において原則と

して居住誘導区域に含めないことを述べているほか，居

住誘導区域の設定にあたり今後，人口減少が見込まれる

都市の市街化区域全域や新たな開発予定地等の事項に留

意すべきであるとしている．2)では，法第81条第11項及

び都市再生特別措置法施行令第22条により，居住誘導区

域に含まないこととされている区域は，関連法令で指定

された農業振興地域，原生自然環境保全地域，災害危険

区域である．3)については，2016年12月31日現在で289の

市町村が立地適正化計画の具体的な作成の取り組みを行

っており，うち札幌市，箕面市，熊本市，花巻市の4都

市が計画を公表している．それぞれ，大都市圏中心都市，

大都市圏衛星都市，地方中心都市，地方都市に該当し，

多様な都市特性を網羅できることから，この4都市にお

表-1 設定した転居時ライフステージとその分類条件 

ライフ
ステー
ジ 

現在の世帯構成 
転居時のライフ
イベント 

判別条件 
世帯
数 

LS1 

単身世帯 

就学・就職 Ah < 22 622 

LS2 その他 22 ≤Ah< 60 7725 

LS3 退職・死別 60 ≤ Ah 499 

LS4 

夫婦
のみ
世帯 

子供の
独立を
経た世
帯 

結婚・出産 Ah < 30 313 

LS5 子育て・教育 30 ≤Ah< 60 3125 

LS6 退職・子の独立 60 ≤ Ah 391 

LS7 
出産前
の世帯 

結婚 Ah < 30 741 

LS8 

夫婦と子供世帯 

結婚 Ac < -1 565 

LS9 出産  -1 ≤Ac< 4 934 

LS10 子育て 4 ≤Ac< 12 1289 

LS11 教育 s 12 ≤Ac< 22 425 

LS12 退職・子の独立 22 ≤ Ac 230 

Ah: 転居時の世帯主年齢  
Ac: 転居時の長子年齢    
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ける居住誘導区域の設定状況を調査した．その結果，公

共交通整備状況，災害，緑地，土地利用規制を考慮して

区域設定を行っていることが分かった．特に公共交通整

備状況については，札幌市では既存の計画である複合型

高度利用市街地を踏襲して地下鉄の駅から徒歩15分圏内

を，熊本市では鉄軌道の半径500m圏及び運行本数75本

以上のバス路線の半径300m圏を，花巻市では鉄道駅か

ら1km圏およびバス停から300m圏 を基準としていた．ま

た，箕面市と花巻市では土地利用規制の居住誘導区域設

定における影響の明確な記述があり，他都市でも明確な

記述はないものの居住誘導区域設定に影響があることが

分かった．以上より，最寄駅からの距離と土地利用規制

を分類条件として選定し，表-2の通り，居住誘導区域外

と想定される地区(×)，居住誘導区域内になりえるかも

しれない地区(△)，居住誘導区域内に想定される地区

(○)の3区分に住区を分類することとする． 

b) 過去の転居傾向からのターゲット把握 

この分析では，過去の転居傾向から，どのような世帯

が居住誘導区域になりえる地域に転居を行い，なおかつ

公共交通機関を利用するなど地区特性に順応するのかを

明らかにする．具体的には，これまでのライフステージ

別の転居傾向や転居前後の交通行動の分析を行う． 

まず，意識調査票の転居前の各世帯の住所と世帯票の

現在の各世帯の住所のデータを用いて，“居住誘導区域

外と想定される地区”から“居住誘導区域と想定される

地区”へ転居をする傾向がある世帯をライフステージ別

に把握し，考察を行う．次に，“居住誘導区域と想定さ

れる地区”へ転居した世帯を中心に，転居後の交通行動

や転居前後の交通行動変化について分析する．ここでは

意識調査票にある世帯の転居前後の各公共交通機関や自

動車などの利用頻度のデータから，地区特性に応じた交

通行動をとる世帯についてライフステージ別に把握し，

考察を行う． 

c) 転居意向からの潜在的ターゲット把握 

本研究における潜在的な集約型都市構造のターゲット

とは，何らかの理由で居住誘導区域外と想定される地区

に転居したものの，実際は居住誘導区域に転居を望んで

いた世帯のことを指す．このようなターゲットは，過去

の転居傾向からは把握することができないため，各ライ

フステージの転居時の転居意向を分析することにより把

握する． 

ここでは，全国PT調査の意識調査票の問9(5)「現在の

お住まいを選ぶ際に，住みたい地域として①～⑧をどの

程度考慮しましたか?」の回答結果を用いる．（①都

心・副都心やそれに近接する地域 (都心)，②商店街やそ

れに近接する地域 (商店街)，③郊外のショッピングセン

ターへ行きやすい地域 (郊外)，④緑や自然が豊かな地域 

(緑)，⑤駐車場の確保がしやすい地域 (駐車場)，⑥鉄

道・バスが便利な地域 (鉄道)，⑦徒歩や自転車の移動範

囲で日常生活の用事が済む地域 (徒歩)，⑧自動車で移動

しやすい地域 (自動車)について5段階で回答．）まず，

各世帯の転居時の転居意向の各項目において，転居パタ

ーン別及びライフステージ別に平均値を計算し，それぞ

れの特徴についての考察を行う．次に，“居住誘導区域

と想定される地区”へ転居した世帯と“居住誘導区域外

と想定される地区”へ転居した世帯の転居意向の各項目

の平均値から，判別分析を行い，式(1)に示す正準判別

関数係数を計算することで，その2種類の世帯を転居意

向から判別する関数を求める． 

   (1) 

Z: 判別得点，x: 各項目の回答結果，w: 正準判別関数係数 

最後に，“居住誘導区域外と想定される地区”へ転居

した世帯において，ライフステージ別に転居意向の項目

の平均値を，算出した正準判別関数に当てはめ，判別得

点を計算し，それにより潜在的な集約型都市構造のター

ゲットを把握する．各項目の回答結果と項目別の正準判

別関数係数をかけ合わせて，総和したものが正の数値で

あれば，“居住誘導区域になりえない地区”に転居した

世帯に，負の数値であれば，“居住誘導区域になりえる

地区”に転居した世帯となる． 

 

 

3. 研究結果と考察 

 

(1) 各ライフステージの特性 

ライフステージごとの居住誘導施策を検討していく上

で，それぞれのライフステージの特性を把握する必要が

ある．まず，居住誘導施策には，住居に関わる施策が多

いため，ライフステージごとの住居の種類の割合を図-1

に示す．全体的に，持ち家・一戸建てや賃貸・集合住宅

が多くの割合を占め，持ち家・集合住宅や賃貸・一戸建

表-2 居住誘導区域の観点からの住区の分類条件 

土地利用規制割合 最寄駅からの距離 分類 

都市計画区域外 

- 
地区 (×) 

工業地域・工業専用地域60%以上 

市街化調整区域50%以上 

準工業地域60%以上 
1km以上 

1km未満 地区 (△) 

市街化調整区域50%未満 
1km以上 地区 (×) 

1km未満 地区 (△) 

工業系混在注) 
1km以上 地区 (×) 

1km未満 地区 (△) 

その他 

1.5km以上 地区 (×) 

1km以上1.5km未満 地区 (△) 

1km未満 地区 (〇) 

「-」：区分なし 

注) 市街化調整区域25%以上，各住宅系・商業系・工業系用途地
域 60%以上のいずれにも当てはまらない住区のうち，工業系
用途地域の割合が最大の住区を指す 
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ての割合は小さい．世帯構成ごとに見ると，単身世帯で

は賃貸の集合住宅の割合が非常に高く，一番高いLS2に

おいても約40%である．一方，他の世帯構成では，持ち

家・一戸建ての割合が高い．ただ，LS7では他と比べる

と賃貸・集合住宅の割合が高く，ライフステージが進む

につれて減少する．また，同様の結婚・出産を機に転居

した夫婦のみ世帯であるLS4では，転居時に持ち家・一

戸建てを選ぶことがほとんどであることから，持ち家・

一戸建ての住居では居住年数が長くなると解釈できる．

賃貸・一戸建ての割合を見ると，LS6である子供の独立

を経た夫婦のみ世帯で高い割合になっている．このライ

フステージは，セカンドライフのための転居をすること

が多いため，住居を所有する必要性が薄いからだと考え

られる． 

図-2は，転居時のライフステージごとの車の所有状況

の割合を示している．単身世帯だと，車を所有していな

い世帯が多く，その他の世帯構成だと共有ないし，個人

の車を所有している傾向がある．また通常，世帯はLS1

やLS2からLS7，LS8へと移行していくが，LS2からLS7や

LS8へは車の保有率が特に多く，単身世帯から夫婦のみ

世帯に移る際に車の所有をすることが多いことが分かる．

一方，LS6やLS12といった退職及び子供の独立を経験し

た世帯では，他のライフステージと比べ，車の所有率が

低い傾向があり，これらのライフイベントでの転居に伴

い，車の非保有に移りはじめることが考えられる．また，

単身世帯の中で比較すると，住居の種類における持ち

家・一戸建て同様，車の所有においてもLS2で最も高い

割合を示しており，同じ単身世帯でも生活スタイルが異

なることが分かる． 

 

(2) 居住誘導ターゲットの分析結果 

a) 過去の転居傾向からのターゲット把握 

図-3はライフステージごとの転居パターンの割合を示

したものである．例えば，(×) → (○) は，“居住誘導区

域となりえない地区”から“居住誘導区域になりえる地

区”に転居した世帯の割合を示していることになる． 

多くの割合を占める転居パターンは，(×) →(×)，(○)

→ (○)と(△) → (△)であり，転居する際，多くの人が似

たような地域に転居する傾向があることが分かる． 

ライフステージ別に見ると，就学・結婚を機に転居し

た単身世帯であるLS1では，(△) →(○) や (○) → (△) など

が多く，同じような地域に転居する傾向はない．つまり，

このライフステージでは，転居により住環境が大きく変

化すると言える．一方，LS4やLS11においては，(×) → 

(×)の割合が高い．これらのライフステージでは，転居

しても，郊外の地区から郊外の地区に移る世帯が多いと

言える．(○) → (×) や (×) → (○)，(△) → (○)の割合は高

くはないが，例えば，LS6が退職や子の独立を機に中心

部から郊外に転居をする傾向が他のライフステージより

高く，LS7，LS8，LS9など若い夫婦のみ世帯あるいは夫

婦と子供世帯では，逆に郊外から中心部に転居する傾向

が他のライフステージより高いといった特徴が見られる． 

図-4は，ライフステージごとの“居住誘導区域になり

える地区”に転入した世帯の割合とその世帯における世

帯主の公共交通の利用回数を示す．公共交通の利用回数

については，全国PT調査の意識調査票の問9(3)「転居前

後の居住地において，普段の外出で(1)鉄道，(2)路線バ

 

図-1 ライフステージごとの現在の住居の種類の割合 
 

 

図-2 ライフステージごとの車の所有状況の割合 
 

 

図-3 ライフステージごとの転居パターンの割合 
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ス，(3)自動車の運転，(4)自動車同乗，(5)自転車，(6)徒

歩のみの外出の6つの交通手段を年間でどのくらい利用

したか」に対しての(1)と(2)の回答の平均値である．横

軸の地区 (○)での公共交通の利用回数を見ると，単身世

帯はライフステージによってばらつきがあるものの，夫

婦と子供世帯が夫婦のみ世帯より高い値をとるなど，世

帯構成で一定の傾向が見られる．縦軸と横軸の両方が高

いライフステージ，つまりは居住誘導区域に転居し，な

おかつ公共交通機関の利用頻度が高い世帯は，LS1，

LS3などであり，LS1では特に両軸で高い値をとってお

り，居住誘導区域へのターゲットとなりえる．一方，夫

婦のみ世帯では，縦軸・横軸ともに低い値をとっており，

居住誘導区域外に転居する傾向があり，仮に転居をして

も公共交通をあまり利用しないことが分かる． 

次に，図-5は，同じく意識調査票の問9(3)を用いて転

居前後の世帯主の交通手段別年間利用回数の変化率を比

較したものである．同様に，自動車利用率変化は(3)と

(4)を，徒歩・自転車利用率変化は(5)と(6)の回答を使用

した．就学・就職を機に転居した単身世帯であるLS1や

結婚を機に転居した出産前の夫婦のみ世帯であるLS7で

は，全体的に高い値を取っており，このような若い世帯

だと転居による交通行動の変化が大きくなっている．一

方で，LS3やLS6，LS12といった退職を機に転居した世

帯では，どの全体的に低く，転居による交通行動の変化

があまり無いことが分かる．また，交通手段別に見ると，

LS9，LS10，LS11やLS12といった夫婦と子供世帯では，

自動車の利用率に変化が見られない一方，結婚を機に転

居した世帯であるLS7やLS8では，転居後車を利用する

回数がとても増加しており，このライフイベントによる

転居を機に車を所有する傾向があると言える． 

図-6は，“居住誘導区域になりえる地区”に転居した

世帯のみを対象に，同様に比較した結果である．図-5と

比較すると，LS7は全体では転居時に自動車利用が増加

するが，居住誘導区域では公共交通利用が増加するなど

住区特性に合わせて交通行動を変容することが分かる．

また，LS12では，居住誘導区域に転居後は徒歩などで

の移動が増加する傾向があり，このライフステージでも

同様に住区特性に合わせて交通行動を変容することが分

かる．一方で，図-4の横軸や図-5で公共交通利用率が高

い値を取っていたLS1やLS11では，図-6の公共交通利用

変化率が特に高いわけではなく，これらのライフステー

ジでは，公共交通を利用する傾向があるものの，住区特

性に合わせて交通行動を変容した結果ではないと言える． 

b) 転居意向からの潜在的ターゲット把握 

図-7は，問9(5)の①～⑧の各項目について，“居住誘

導区域になりえる地区”に転居した世帯と“居住誘導区

域になりえない地区”に転居した世帯の世帯主の回答結

果の平均値を表している．どちらの転居パターンでも，

⑥鉄道や⑦徒歩といった交通手段に関する項目の平均値

が高い値を示している．一方で，①都心や③郊外といっ

た居住地の位置に関する項目の平均値は低い値を示して

おり，多くの世帯が日常の行動を重視して，居住地を決

定したいと考えていることが分かる．また，“居住誘導

区域になりえる地区”に転居した世帯と“居住誘導区域

になりえない地区”に転居した世帯の平均値を比べてみ

ると，⑥鉄道や⑦徒歩では，“居住誘導区域になりえる

 
図-4 ライフステージごとの公共交通利用回数と地区 (○) への転

居率 
 

 
図-5 ライフステージごとの転居前後の交通手段別利用回数の変

化率（全体） 
 

 
図-6 ライフステージごとの転居前後の交通手段別利用回数の変

化率（地区 (〇) への転居世帯） 
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地区”に転居した世帯が上回っている．一方，④緑や⑧

自動車では，“居住誘導区域になりえない地区”に転居

した世帯が上回っており，これらの項目が居住誘導区域

や居住誘導区域外の特徴を表していると言える．この両

世帯グループの各項目の平均値の差をp=0.95でt検定を行

ったところ，④緑と⑦徒歩で有意性が見られた． 

表-3は，算出した項目別の正準判別関数係数で，この

判別関数の判別的中率は61.8%となっている．⑦徒歩の

ように“居住誘導区域になりえる地区”に転居した世帯

で高い値をとる項目においては，負の値で絶対値が大き

くなる．同様に，“居住誘導区域になりえない地区”に

転居した世帯で高い値をとる項目においては，正の値で

絶対値が大きくなっており，特に④緑は，居住誘導区域

外に転居するにあたって，非常に重要視する要素である

ことが言える．また，①都心や③郊外はどちらも低い平

均値であったが，①都心では絶対値が大きく，③郊外で

は絶対値が低い結果となっており，特に③郊外は，転居

の際に考慮することが少ない傾向があることが言える．

一方で，②商店街や⑤駐車場では，係数矛盾現象が起こ

っている．②商店街では，“居住誘導区域になりえる地

区”に転居した世帯での平均値が高いにも関わらず，正

準判別関数係数が正の値となっており，⑤駐車場では

“居住誘導区域になりえない地区”に転居した世帯での

平均値が高いにも関わらず，正準判別関数係数が負の値

をとっている．これは，一部の項目の変数が相互に相関

が高いためである． 

次に，この線形判別関数を“居住誘導区域になりえな

い地区”に転居した世帯にあてはめ判別得点を算出した

結果を図-8に示す．“居住誘導区域になりえない地区”

に転居した世帯であるため，当然，判別得点が正の値を

とる傾向があり，意向通りに転居したことを示している．

特にLS5やLS6では高い値であるが，一方でLS1，LS2，

LS7では負の値であり，特にLS1では非常に低い判別得

点となっている．これは，居住誘導区域外に住んでいる

にも関わらず，居住誘導区域への転居を望んだ意向とい

うことであり，潜在的な集約型都市構造のターゲットと

言うことができる．この潜在的な集約型都市構造のター

ゲットと言えるLS1，LS2，LS7といった若い世帯に居住

誘導区域内に転居してもらうためには，金銭や環境とい

った外部要因を整備する必要がある．また，判別得点が

高いLS6のような世帯は，意向通りに居住誘導区域とな

りえない地区に転居していることになるため，そのよう

な世帯に居住誘導区域内に転居してもらうためには，転

居や居住における意識変容が必要となると言える． 

 

 

4. おわりに 

 

本研究では，立地適正化計画の施行に伴う居住誘導区

域への転居のターゲットを，ライフステージごとの転居

や交通行動に関する特性の考察，それらの過去の転居や

交通行動の傾向から把握，転居意向を用いた潜在的なタ

ーゲットの把握の3つの分析によって明らかにした． 

その結果，単身世帯，特に就学や就職を機に転居をし

たLS1では，居住誘導区域への転居傾向が高く，公共交

通も利用する傾向があることが分かった．また，LS1で

は，居住誘導区域外に転居した世帯においても，居住誘

導区域内への転居意向があり，より居住誘導区域内に転

居を促すために，金銭や環境といった外部要因を整備す

ることが求められる．ただ，LS1など早期のライフステ

ージでは，住居が賃貸契約のケースが多く，短期で異な

る特性の居住地に転居する傾向があるため，短期的な視

点でのターゲットと言える． 

一方，若い夫婦のみ世帯であるLS7では，居住誘導区

域外に転居する傾向があるが，実際は，居住誘導区域へ

の転居意向を持っており，潜在的な集約型都市構造のタ

 

図-7 各転居パターンにおける転居意向の平均値 
 

表-3 転居意向項目ごとの各調査項目の正準判別関数係数 

転居意向項目 正準判別関数係数 

① 都心 -0.355 

② 商店街 0.201 

③ 郊外 0.039 

④ 緑 0.870 

⑤ 駐車場 -0.213 

⑥ 鉄道 -0.244 

⑦ 徒歩 -0.529 

⑧ 自動車 0.215 
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ーゲットと言うことができる．また，LS7は一般的には

転居の際，自動車を保有するため，自動車利用が増加す

るが，居住誘導区域では公共交通利用が増加するなど住

区特性に合わせて，交通行動を変容すること，このライ

フステージ以降では，同じような居住地に転居する傾向

があることからも，特に重点的に居住誘導区域内への転

居を促すために，転居における外部要因を整備する必要

がある．また，このライフステージから一戸建てを所有

する傾向があり，長期的な居住を促すためにも，住宅ロ

ーンの提供などの施策が適していると言える． 

退職や子供の独立を機に転居をするLS6やLS12では，

居住誘導区域への転居傾向が高いものの，公共交通の利

用はそこまで多くない．また，居住誘導区域外に住んで

いる世帯においても，居住誘区域内への転居意向が少な

く，潜在的なターゲットとも言えない．ただ，病院や福

祉施設のような都市機能を効率よく運用していくために

も，このような世帯にも居住誘導区域内への転居を促す

必要があり，転居や居住における意識変容を働きかけ，

居住誘導に導くことが求められる．また，夫婦と子供世

帯のLS12から夫婦のみ世帯LS6にかけての子供の独立と

いった期間で，賃貸の一戸建てを住居にする世帯の割合

が増えるため，居住誘導区域内の空き家対策と連動して，

居住誘導を図っていくことが効果的だと考えられる． 

今後の課題としては，2015年の全国PT調査における転

居することの障害について等の回答結果と組み合わせて，

転居できない理由を明らかにすることが挙げられる． 
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